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経済学芸寄究 34-2
北海道大学 1984.9 

公的年金制度の成立をめぐって

はじめに

メ凡
1 

お本を含めた，いわゆる先進藤留において

は，公的年金制度が整備されている。それは年

拠出経験などの要件をみたす人に対して，

された年金が給付される，と

いうものである。ただし爵によって細部に異同

がある。

態様はいかにあれ，会的年金1tU度が諸留にひ

としく制定されていることは，そのような制震

を必要とする事情，すなわち老令者をいかに扶

るかとL、う問題が諸国にひとしく

ことを意味すると思われる。

出されるメカニズムについて，

つの視角を提示しようとするものである。

1.壁史

物事の類序として，はじめに歴史きと概観ずる

ことにしよう。以下の部分は文獄 (4)，(6)， 

〔めに依拠している。

滋一口ッパの燦史を大組にパターン生してし

まえば，次のようになるだろう。まず，多数の

独立告白農民と少数の領主による少所領との漉

在状態から，領主制の進化拡大によって荘院議?泌

が形成される。初期の古典荘醤制から，中世都

の発生・発途によって生じる農産物需要に応

じた荷業的農業の展開によって，地代荘掴?担Jあ
るいは純粋旋風制へ変わる。そして，貨幣経済

このような封接的土地所有制を

解体〈すなわち，農民解放〉し，さらには，

の問題分解(会議と富農への分化〉が進行

ずる。農E足分解によって主主まれた土地を持たな

い貧農は，産業革命により，工業労働者へと較

換して行く O

佳久

このような概略の下で，イギリスを例にとっ

て，公的年金制度の成立に至る

どってみよう。イギリスでは， 14世紀の

でには，設幣経済の進展によって，務翠制度の

崩壊すなわち封建社会の解体，燦民解放が娼iど

った。 15世記にかけて，

るのであるが，関白労働者の成立は，同時に，

らがこれまで保護者(主人〉から受けていた

経済的保障を喪失すること

って農民解放は， ，湾時

もたらす。かくして 1349

着合意題して，労働能力ある者への施しを禁じ

る f労働者規舗訟Jが鱗定される。しかし，

放浪は無くならず，浮浪と乞食きな禁止する

法律が何聞となく出される。 1531年に怒って，

浮浪とお食を禁じることは従来と諮じである

が， 老令者， 労働無能力者については， 姓名

るようになるO 続いて

11536年の法律Jでは， 就業機会の創出，

子弟の徒弟就業強制によって，労働能力有る

を継続的に就労せしめる一方，名人と

については慈善的拠出によって施しな与えるこ

とを規定する。ところが，この救済資金の確保

に難点があるため， 1572年，ロンドンで始めら

れた数盆税を採用するようになる。 iお名な品ヲ

ザベス数貧法はそれまでの関連ずる

成したものと設え， 1597年に制定され， 1601年

される。そのさ三皆は， まず多数民を明確

に区分し， i労働能力ある

供してそれへの就業を強制し，r能力無き
には生活扶助を与え， ，-扶養能力無き

については徒弟泰公を強鎖するもので，こ

れらの救繋行政は教区役単位とし，財擦は教室
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ごとの課税による，また，もし，能力がありな

がら労働を拒否するならば，貧民は懲治監へ送

られる，というものである。

このような，エリザベス救貧法の基本的思想

は，失業は君、惰から生じるもので貧困は個人の

責任である， というものであった。ところが，

貧民の増加は，エンクロージュアによる農民の

土地喪失，彼らが雇用されるべき産業の未発達

によるのだから，立法によって解決できるわけ

ではなく，地主，商人階級の救貧費負担は増加

する。そこで，救貧費軽減の努力がなされるよ

うになる。それは， ① 1662年の法律による労

役場での利潤を目的とした貧民雇用は，当初，

経営的に失敗し， そこで1722年のナッチブノレ

法で②農民は労役場内に収容されてはじめて救

済されることとし，さらに，③労役場の請負を

認めるのである。たしかに，②，③は救貧税を

減少させるのであるが，それは，収容者の食物

を切りつめるなど，労役場の悲惨な状態を意味

した。そこで， 1782年のギノレノミート法により，

請負制度が禁止され，労役場外での救済が承認

される。ちょうどこの時期は産業革命 (1760~

1830年ごろ)と並行した第2次エンクロージュ

アが行われ，土地喪失貧民が増大していた。そ

のため，高物価と低賃金が併存し，社会不安が

増大した。そこで 1795年， スピナムランド

の名で知られるパンの価格と家族規模にもとづ

く賃金補助制度が広く実施されるようになる。

ところが，スピナムランド制度は，補助されな

い労働者から補助される労働者への代替，した

がってそれら労働者の失業，貧民化と救貧費の

増大という弊害をもたらした。そこで，その是

正のために， 1834年，新救貧法が成立する。

新救貧法の原理は「神の例外的行為による他

は，人の貧困と窮乏は彼自身の欠陥による」の

であるから，①労働能力者を救済せず，②貧困

は一時的なものであるとの理解から，短期的な

窮乏は救済するが，③病気，老令，多子といっ

た長期的な要因は解決されない。老令・疾病に

よる貧困は若い健康な時の準備不足，心がけの

不足によるとするのである。また，無能力者を

処遇する水準は，能力者以下とされた。

しかしながら，実際には，時間の経過と共に

緩やかな運営が行われるようになり，不況時の

失業者増大は救貧費の増加をもたらした。そこ

で， 1870年代から 80年代にかけて， 新救貧法

の厳格な実施が求められ，貧民そのものではな

く，法の対象となる貧民が減少する。このころ

まで、に，組織労働者や熟練職人層は，疾病や老

令による困窮を友愛組合による相互的保険で解

決Lょうとしていた。最高度の発展を示した

1890年ごろには， 19才以上の男子についてそ

の半数が友愛組合の保険に加入していたのであ

る。ところが，当時健全に見えた友愛組合の財

政は，保険数理からすれば危機にあった。当時

は疾病手当が中心となっていたが，経済発展に

よる平均余命の延長によって老令の組合員たち

が貧窮に陥るのを防ぐ、ために，疾病とし寸言葉

を拡大解釈して，老令に対しでも疾病手当を与

えた。これは当然組合財政を困難にするので，

疾病給付を一定年令以下に制限して，老令年金

を分離することが必要となる。これは拠出を条

件としない老令年金の制度化を意味する。とこ

ろが，友愛組合にも，中産階級にも，自助の思

想が強く， 国家介入へ反対したため， ょうや

く， 1908年に至り，老令年金法(無拠出)が成

立することになる。

かくして，イギリスを例にとると，制度的に

は，救貧法と友愛組合保険を源流として老令年

金制度が生まれる。しかし，その背後には，産

業草命，経済発展，平均余命の上昇という社会

及び経済の構造変化があったことを忘れてはな

らなし、。すなわち，救貧法に見られる自己責任

の原則，友愛組合に見られる自助の徳目がこの

時代の中心的思想であったにもかかわらず，国

家による年金給付が実施されるようになるの

は，個人が対処し得ないような事態が生じたか

らである。そのような事態をひきおこしたもの

は， 産業革命によって象徴されよう。すなわ

ち，産業羊命による経済発展は，①それ自身，
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国民経済における第二次産業の比重の上昇と第

一次産業のそれの下落を意味L，同時に②人口
転換を招来する。これら二つの事柄がどのよう

にして老令者扶養問題を生ぜしめるか，すなわ

ち，年金制度を必要ならしめるかを以下に述べ

る。

2. 構造変化ーその1

産業革命は農業社会を産業社会へと発展させ

る。そこでは，農業をはじめとする第一次産業

中心の経済から，工業を中心とする第二次産業

の比重が上昇する経済への転換が行われる。そ

のような転換が老人の立場・地位に対してどの

ような関連を持っかを考えよう。その際，農業

および工業をそれぞれの代表として取り上げ

る。

農業の特徴として， (1)一回の生産にかかる

時間の長さ， (2)ゆるやかな技術進歩， (3)所

得水準の全般的な低さ，をあげることができる

と思われる。一回の生産プロセスが完了するま

でに一年ないしそれに近い時聞がかかるという

ことは，比較検討の基準となる何らかの標準的

生産プログラムを人々が体得するのにきわめて

長い時聞がかかることを意味する。 したがっ

て，ゆるやかな技術進歩と相侠って，農業では

老人の知識経験が尊重されることになると思わ

れる。低い所得水準は低い貯蓄水準を意味する

であろうから，農業社会では，人々は自分の老

後の引退期間のために貯蓄することは不可能で

あろう。ところで，農業の経営形態は，農奴の

使用を除外すれば，①家族労働力による伝統的

経営形態と②雇用労働力による資本主義的経営

形態とに大別してもよいだろう。①伝統的形態

では，子供はその青年期から壮年期にかけて労

働力として農業生産活動に参加し，同時に経験

を積み，意図して技術を吸収する。親の死によ

って，田畑，家畜，農機具などの農業資本を相

続し，老年期には資本所有者として，また，青

壮年に対しては技術指導者として生産活動に参

加する。②資本主義的形態では経営者層と労働

者層とを分ける必要があるだろう。経営者層で

は，青壮年期に経営に関する経験・技術の習得

が行われる。相続によって経営者となるや，長

年の蓄積された知識・経験による円熟した農業

経営は，老年に至るほど高い実績をあげうるか

もしれなし、。労働者層では，青壮年は労働力を

提供し賃金所得を受け取る。同時に，意図せず

して経験的に技術を吸収して行く。労働力とし

てはもはや不十分と思われる老年期には，それ

までに蓄積された経験にもとづく技術指導なら

びに経営補助的な役割をはたすことができるだ

ろう。かくして，農業の場合には，経営形態を

問わず，青壮年期には労働力の提供ないし経験

・技術の吸収，老年期には技術を指導し，さら

に資本を所有する，という世代聞の分業が行わ

れると見ることができょう。年令に応じた生産

活動があるわけだから，引退あるいは定年は無

く，老年期にも生産活動に応じた稼得があるこ

とになる。したがって，低所得のゆえに老後の

引退期のための貯蓄(以下，引退貯蓄と記す)

を形成することが不可能であることは前述した

が，世代間分業のゆえに老年期にも稼得がある

ので，そのような貯蓄を形成する必要は無いこ

とになろう。

農業と比較してみた工業の特徴は， (イ)技

術進歩が急速であること， (ロ)労働者の能率

が重視されること， (ハ)所得水準が全般的に

高いこと，などがまずあげられるであろう。技

術進歩が急速であるから，それに対応した新し

い知識・技術を習得して行かないと，労働者の

技能が陳腐化してしまう。従って，新技術など

を容易に習得できる年令を超えてしまうと，労

働者は引退せざるを得なし、。また，老化はそれ

自体で作業能率を低下させるであろうから，そ

のことは，年令を理由として労働者が引退す

る，いわゆる定年制度を産み出すであろう。か

くして，工業では，ある一定の年令に到達すれ

ば引退せざるを得ないシステムとなっており，

世代間分業は行われなし、。このことは，若年時

もしくは稼得期間中に引退貯蓄を形成しなけれ

ばならないことを意味する。工業での全般的に
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高い所得水準は，そのような貯蓄形成を可能に

するであろう。

以上のように，産業革命によって生じる農業

から工業への重心の移動は，老年期における各

人の消費需要を，世代間分業にもとづく稼得に

よってまかなうシステムから，予め形成される

引退貯蓄によってまかなうシステムへという変

化を，老人の立場ないし地位に関してもたらす

のである。なお，労働の質・強度などに関して

さらに分類して検討することもできると思われ

る。しかし，本稿では，それを指摘するにとど

める。

3. 構造変化ーその2

人口転換とは，ヨーロッパのいわゆる先進諸

国において経験的に求められた法則である。そ

れは，経済発展と共に，多産多死から多産少死

へ，そしてさらに少産少死へと人口動態が変化

して行くことをしづ。人口学者の中には，人口

転換を法則とし，それが現実に出現する場合を

人口革命として明確に区別する向きもあるが，

本稿では区別しない1)。

上述の人口転換プロセスについては，いくつ

かの段階に区分することができる。例えば(イ)

産業革命以前の高い動揺期， (ロ)初期の人口膨

張期， (ハ)後期の人口膨張期，および(ニ)低い

動揺期の4期に区分したり，これに人口減退の

段階を加えて5期とするものもあるの。 ここで

は最も単純に， I多産多死一→多産少死」の第

1段階と「多産少死ー→少産少死」の第2段階

との2つに区分することにしよう。これはマッ

ケンロート (GerhardMackenroth)にならうも

のであるめ。 このうち，第1段階は死亡率の低

下とそれに伴う人口増加率の上昇によって特徴

づけられる。また，第2段階は出生率の低下と

死亡率の一層の低下によって特徴づけられ，人

口増加率の低下が生じる。イギリスでは，死亡

率の低下は 1750年ごろ， 出生率の低下は 1880

1)文献 [3J，p. 108. 
2)文献[1J， p. 260. 

3)文献 [2J，p. 563 

年ごろ，それぞれ開始したと見られるの。一般

に，これらの時期を通じて死亡率は低下を続け

るのであるが， I死亡率がひき下げられるとき

は，いつでもまず乳児死亡が改善されることに

よって起こる……5)Jといわれるように， 年令

別に死亡率の変化を検討する必要があろう。本

稿では，人口転換の第l段階では主として若い

年令層の死亡率が低下し，第2段階では高年令

層の死亡率の低下が顕著になる，と考えよう。

このような人口転換における出生・死亡のパタ

ーン変化が人口構造に与える影響について，簡

単な人口モデノレを用いて調べることにしよう。

はじめに，以下のようにいくつかの単純化の

ための仮定をおく。人口を5年令階級に分け，

それらを年少 Y(1)， 生産年令 L(2， 3) お

よび老年 R(4， 5)のグループとする。 t期の

期首における年令階級 xの人口を N (x， t) と

示す。彼らは t+1期には次の年令階級に進み

N(x+1， t+1)と表示される。出生は期首に，

死亡は期末に一括して生じ，期中の人口増減は

起こらなし、。 t期の期首の出生数 Btはt期の

年少人口に等しく，第2年令階級の人口に年令

別出生率 bt を乗じたものとする。すなわち，

(3-1)品=N(l，t) =btN(2， t) 

t期末における年令 xの死亡者数を M(x，t)と

おくと，

{年令別死亡率:

m(x， t) = M(x， t)IN(x， t) 

|年令別生存率:
(3-2) < 

q(x， t)=l-m(x， t) 

次期の年令別人口:

N(x十1，t十l)=q(x，t)N(x， t) 

と示される。以上の仮定から，年令別人口は次

のように示される。

N(l， t)=Bt 

N(2， t)=Bt_l q(l， t-1) 

N(3， t)=Bt_2 q(l， t-2) q(2， t-1) 
(3-3) ( 
N(4， t)=Bt-3 q(l， t-3) q(2， t-2) 

4)文献 [2J，p. 562，図 31.07. 

5)文献 [3J，p. 110. 
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x q(3， t-1) 

N(5， t)=Bt-4 q(1， t-4) q(2， t-3) 

xq(3， t-2) q(4， t-1) 

また，年令グ、ループ別人口増加率は以下のよう

に書くことができる。

年少人口増加率:

GYt=れ+l!Yt=N(1，t+1) 
!N(1， t) = bt q(1， t) 

生産年令人口増加率:

GLt=Lt+l!Lt 

={N(2， t+1)十N(3，t+1)} 

! {N(2， t) + N(3， t)} 
=bt-1 q(1， t-1){bt q(1， t) 

+q(2， t)}!{bt-1 q(1， t-1) 
(3-4) i +q(2， t-l)} 
老年人口増加率:G品=Rt+1!Rt 

={N(4， t+1)+N(5， t+1)} 

!{N(4， t)+N(5， t)} 

= bt-3 q(1， t -3){bt_2 q(1， t -2) 
x q(2， t -1)q(3， t) + q(2， t -2) 
xq(3， t-1)q(4， t)} 

!{bt_3q(1， t-3)q(2， t-2) 

xq(3， t-1)+q(2， t-3) 

xq(3， t-2)q(4， t-1)} 

いま，年令別の出生率および死亡率が tによら

ず一定であるとすれば，

IGL/=bt-1q(1， t-1) 
(3-5) 
lGRt=bt_3q(1， t-3) 

となるので，明らかに年令グ、ループ別人口増加

率は互いに等しい。

(3-6) G巴=GLt=GRt

すなわち，年令別に見た人口構造は一定で安定

人口である。

さて，人口転換の第1段階では，主として若

い年令層の死亡率が低下する。これを q(1，t)， 

q(2， t)の上昇と見れば， (3-4)から， 老年人

口増加率は変化しないのにもかかわらず，年少

および生産年令人口増加率が上昇することがわ

かる。したがって，人口転換の第1段階では，

死亡率の低下によって総人口の増加率が上昇

し，さらに年少及び生産年令人口の相対的増加

として示される人口構造の若年化が生じること

になる。この段階の人口増加率の上昇について

は(イ)経済発展による人口扶養力の上昇によ

ってもたらされるとする考え方と(ロ)人口増

加が需要拡大要因となって経済発展が生じると

する考え方とがある。ここでは前者の経済発展

先行説をとれば，経済発展によって，所得・消

費の水準が上昇し，ひいては医療・公衆衛生が

向上し，それが死亡率の低下をもたらすのであ

る。

ここで，同一出生集団の平均余命を，その集

団の将来の人口で測ることにLょう。 t期の年

令xの人口集団の平均余命を e(x，t)とすると，

(3-7) e(x， t) = {N(x， t)十N(x+1，t十1)
+……+N(5， t+5-x)}!N(x， t) 

= 1 + q(x， t) + q(x， t)q(x + 1， t+ 1) 
十…・・・+q(x，t)q(x+1， t+1) 

×……q(4， t十4-x)

となるので，各年令の平均余命は次のように示

される。

e(1， t) = 1 +q(1， t) +q(1， t)q(2， t+ 1) 
+q(1， t)q(2， t+ 1)q(3， t十2)

+ q(1， t)q(2， t+ 1)q(3， t+ 2) 

xq(4， t+3) 

(3-8) le(2，ト 1+q(2， t) +q(2，加(3，t+ 1) 

十q(2，t)q(3， t+ 1)q(4， t十2)

e(3， t) = 1 +q(3， t) +q(3， t)q(4， t+ 1) 
e(4， t) = 1 +q(4， t) 

e(5， t)=1 

したがって， 人口転換の第1段階での q(1，t) 

と q(2，t) の上昇は若い年令層の平均余命 e

(1， t)と e(2，t)，を延ばす。また，何期かの後

に老年人口増加率を高めることは (3-4)で示

されるとおりである。

人口転換の第2段階では，出生率が低下し，

さらに高年令死亡率の低下が顕著になる。出生
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率の低下は全ての年令クソレープ別人口増加率を

低下させること，高年令死亡率の低下は老年人

口増加率をおし上げることが (3ーのからわか

る。さらに， (3-8) から全ての年令の平均余

命が延長されることがわかる。したがって，人

口転換の第2段階では，人口構造の老年化と平

均余命の一層の延長がもたらされることにな

る口

4. メ力=ズム

産業革命によってひきおこされる①農業から

工業への経済の重心の移動と②人口転換とが，

どのように老人の立場あるいは地位に影響を与

えるかについて，そのメカニズムを考えてみ

る。

産業革命によって経済発展あるいは経済の工

業化が始動するわけであるが，その前提条件と

して，農業生産が効率化されなければならな

い。つまり，一人当り農業生産が飛躍的に向上

することによって，食糧その他の農産物供給が

より少ない労働力によって可能となり，農業部

門で過剰となった労働力を工業部門へふり向け

ることができるようにならねばならなし、。この

ことは，経済発展の初期段階では，農業から工

業への，いわば無制限的な労働供給が実現され

ることを意味するであろうの。 したがって，こ

の時期の工業の賃金水準は，農業と同様に，全

般的に低水準に決まると考えられる。そのよう

な低賃金水準では一般に貯蓄率はきわめて低い

であろうから，引退貯蓄も不十分あるいは不可

能となるであろう。したがって工業部門では，

老後の準備不足のために，老令貧困者が発生す

ると予想される。しかしながら，低賃金水準は

同時に高死亡率を意味するから，この時期の平

均余命は短かく，したがって引退貯蓄の必要性

は小さく，また老令者はきわめて少ないであろ

うと思われる。かくして，経済発展の初期段階

では，老令者扶養の問題はほとんど生じないで

あろう。

6)文献 (5)，p. 22. 

経済発展が進行するにつれ，それまでは無制

限的であった農業部門から工業部門への労働力

供給は次第に制限的となるであろう。また，工

業化の進展と共に，工業部門で需要される労働

力について，より高い質が求められるようにな

るであろう。これらのことは，工業部門での賃

金水準が，その速度はともかくとして，上昇し

て行くことを意味すると思われる。このように

生じるであろう所得増加は引退貯蓄の形成を可

能にするという効果を持つ。しかしながら他方

では，所得増加は消費の上昇による栄養状態の

改善，医療の進歩，公衆衛生の向上などをその

内容とする生活水準の上昇を通じて，死亡率を

低下させるであろう。これは人口転換の第1段

階に他ならなし、。死亡率の低下は平均余命の延

長を意味するから，老後に備えた引退貯蓄の形

成が必要となると思われる。かくして，工業化

による所得増加とそれによってもたらされる

「死亡率の低下一→平均余命の延長」とは，引

退貯蓄を可能にし，同時にそれを必要ならしめ

ると思われる。これらの引退貯蓄の，いわば需

要と供給の両面が量的に，ならびに時間的にち

ょうど一致するならば，人々は工業化の進展に

もかかわらず，自分の老後を自分で扶養するこ

とができるであろう。

ところが，引退貯蓄の需要と供給の聞には，

大きな時間の遅れがある。なぜ、なら，一方は生

産年令期に生じ，他方は老年期に生じるのであ

るからに他ならない。これは個人のライフ・サ

イクノレで、生じる遅れである。工業化による所得

水準の上昇は死亡率の低下をもたらすと考えら

れるが，それらは直接に結びつくものではな

い。前述のように，消費，医療等の改善が両者

を媒介すると考えられる。特に，医療，公衆衛

生の進歩については，経済発展によって研究開

発支出が促進されること，ならびにそれらの成

果が公的部門を通じて供給されてはじめて人々

の一般的生活水準の向上をもたらすことの2点

に留意しなければならないであろう。したがっ

て，所得水準の上昇と「死亡率の低下ー→平均
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余命の延長」との聞には，時間の遅れが存在す

ると思われる。これは経済全体で生じると考え

られるから，いわばマクロの遅れと呼ぶことが

できょう。

これらのライフ・サイクル及びマクロの二種

類の遅れは，人々が引退貯蓄を形成し，それに

よって老後消費をまかなうとき，どのような影

響をもたらすであろうか。それは，人々が生産

年令期に引退貯蓄を形成する時に，その貯蓄の

大きさをどのようにして決めるかによると言え

るだろう。ここでは，現在の事実が将来も成り

立っと考えることにしよう。すなわち，老後の

消費ニードの大きさが，例えば，老後の引退期

間の長さと，老後の単位時間当たりの消費需要

で決まるとすれば，この場合には人々の引退貯

蓄の大きさは，現在の引退期間の長さ(例え

ば，現在の引退年令での平均余命)と，現在の

単位時間当たり老後消費需要の大きさとによっ

て決まることになる。後者を一定とすれば，人

々は現在入手できる老後の引退期間についての

知識によって，引退貯蓄の供給量を決めるので

ある。ところが，その貯蓄が老後消費をまかな

うために利用されるときには，すでに，前述の

マグロの遅れが作用して，現実の平均余命は予

想された(貯蓄供給決定時には現実の値であっ

た)平均余命よりも長くなっているであろう。

このようにして，人々がむかえる老後の引退期

聞は「延長され」ているので，生産年令期に予

想、した長さを超える引退期間については準備不

足に陥ることになる。かくして，所得水準の上

昇が予期されない余命の延長をもたらすので，

老令者の扶養問題が発生することになると考え

られる。引退貯蓄の大きさを決めるもう一つの

要因であるところの単位時間当たり老後消費需

要についてはどうであろうか。老後消費需要が

一人当たり所得の一定割合であるとすれば，そ

の増加率は一人当たり所得の増加率と同じ大き

さである。他方，貯蓄が増殖する速さは利子率

に他ならない。したがって，利子率が一人当た

り所得の増加率よりも大であるかぎり，引退貯

蓄の供給は需要を上回るので，準備不足は生じ

ないであろう。しかし，利子率よりも一人当た

り所得の増加率が大きいような，経済の急成長

の時期には，貯蓄供給よりも老後消費需要の拡

大の方が速いために，人々は老後準備の不足に

陥るかもしれなL、。したがって，経済の急成長

期には老令者扶養問題が発生するかもしれない

のである。しかLながら，人口転換の第1段階

(多産多死一→多産少死)においては，老年人

口は絶対的に増加するにもかかわらず，人口構

造は若年化する。したがって老年人口の比重は

増加しないから，老令貧困者の問題は社会的に

は大きな問題とはならないと言えるだろう。

一層の構造変化が生じると考えられる人口転

換の第2段階においてはどうであろうか。そこ

では高年令死亡率の低下が顕著になるのである

が， それは， r経済成長一→所得増加ー→研究
開発」の結果として生じる医薬の進歩によって

もたらされるのは言うまでもない。この場合に

も，やはり，経済成長によって研究開発が盛ん

になり，それらの成果が人々に供給されるまで

には，かなりの時間の遅れが存在するであろ

う。したがって人々は，第1段階におけると同

様に「延長された引退期間」をむかえ，老後準

備の不足に陥るであろう。第1段階とは異なっ

て，第2段階では出生率も低下する。これは老

年人口比率を高めるので，この時期には，老令

者扶養問題が持つ社会的重要性も同時に増して

行くのではないかと思われる。

以上のように，予め形成される引退貯蓄の大

きさを決める要因としての老後の引退期間の長

さ，あるいは，単位時間当たりの老後消費需要

について，事前の予測が的中しないときには，

老令者扶養問題が産み出されると考えることが

できょう。これらの予測の失敗は，人口転換に

よる平均余命の上昇，あるいは急激な経済成長

によってひきおこされると言えるのである。言

いかえるならば，産業革命によってもたらされ

る社会及び経済の構造変化が人々の将来予測を

失敗させ，引退期間のための貯蓄という老後準
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備を不十分にさせるので，老令者扶養の問題が

生じ人口構造の高令化と共にそれが拡大され

る，と見ることができるだろう。逆に，社会お

よび経済が構造的に安定し，一種の均衡状態へ

収束しつつあるとすればどうであろうか。この

場合には，人々の現在入手しうる知識による予

測はほぼ的中するであろう。したがって引退貯

蓄が不足するとし寸事態は回避され，人々は老

後を自力でまかなうことができるので，老令者

扶養の問題は生じないということになろう。

むすびにかえて

本稿の議論は，老令者扶養の問題がし、かにし

て発生し，拡大して行くか，言い換えれば，年

金制度の，いわば，需要面がいかにして生成展

開されるかを述べたものである。他方の年金制

度の供給面は，経済の発展とそれに伴う公的部

門の拡大によって代表されるであろう。老令者

扶養問題が高い重要度を与えられるようにな

り，同時に経済発展によってそれをまかなうこ

とができるようになった時に，公的年金は制度

として成立するのではないだろうか。

日本では，人口の高令化は老年人口比率 (65

才以上人口÷総人口)で見ても，また老年化指

数 (65才以上人口+15才未満人口)で見ても，

昭和25年ごろから開始したと見られること7L

また，昭和20年代の終わりから 30年代，そし

て40年代前半にわたって， いわゆる高度成長

期を含むかなり高い成長率が持続した期聞が存

在したこと， そして昭和36年に国民皆年金が

達成されたこと，は全て偶然の暗合なのであろ

うか。

7)文献 (7J，p. 6.第1-1-4図。
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